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b

a

略 

略 

a

『
・・・1983（昭和58）、2002（平成14）年、 2025（令和７）年に大幅な改正・・・

』

b

『
・・・全文92条で構成されているが・・・

』

Ｐ114の改訂内容

1

必携Ｐ114 



『マンションリフォームマネジメント実務必携 (2024年3月改訂4版)』 202607改訂

c   

d   

略 

略 

c

『
・・・たすよう努めなければならない」とうたわれている。

また、2025（令和7）年に改正された区分所有法において、区分所有者の責務とし
て「区分所有者は、区分所有者の団体の構成員として、建物並びにその敷地及び附
属施設の管理が適正かつ円滑に行われるよう、相互に協力しなければならない。」
（区分所有法第５条の２）という条文が新設されている。

』
d

『
集会の議決要件は普通決議と特別決議とで異なる。特別決議は、一般の決議事項

である普通決議と比べて重要度が高いため、普通決議（過半数）に比べて決議要件が
過重されていて、内容によって4分の3以上、3分の2以上、5分の4以上の3種類がある。

□普通決議：
区分所有法では、規約に別段の定めがない限り、出席した区分所有者及びその議
決権の各過半数で決する（区分所有法第39条第1項）。標準管理規約によれば、
総会の会議は、議決権総数の半数以上を有する組合員が出席しなければならない
（標準管理規約第47条第1項）。次のような議事が普通決議に該当する。

a 共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない一般的な大規模
修繕工事）

b 長期修繕計画の作成又は変更
c 修繕積立金の保管及び運用方法

□特別決議（3／４決議)：
出席した区分所有者及びその議決権の各4分の3以上で決する。ただし、区分所有
者の過半数であって、議決権の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合に
あっては、その割合以上）を有するものが出席することが必要である。次のような議
事が特別決議（3／４決議）に該当する。

a 規約の設定・変更又は廃止（区分所有法第31条第1項）
b 共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴うもの）（区分所有法第

17条第1項）
c 共用部分の変更に伴い必要となる専有部分の保存行為等（区分所有法第17

条第3項）
d 共同の利益に反する行為の停止等の請求（使用禁止の請求、区分所有権の

競売の請求、占有者に対する引渡し請求）（区分所有法第58条第2項、第59
条第2項、第60条第2項）

必携Ｐ115 

2

Ｐ115の改訂内容
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□特別議決（２／３決議）：
出席した区分所有者及びその議決権の各3分の2以上で決する。ただし、区分所
有者の過半数であって、議決権の過半数（これを上回る割合を規約で定めた場合
にあっては、その割合以上）を有するものが出席することが必要である。次のような
議事が特別決議（２／３決議）に該当する。

a 共用部分の設置若しくは保存に瑕疵があることによって他人の権利若しくは法
律上保護される利益が侵害され、若しくは侵害されるおそれがある場合にお
けるその瑕疵の除去に関して必要となる共用部分の変更（区分所有法第17
条第5項）

b 高齢者、障害者等の移動若しくは施設の利用に係る身体の負担を軽減するこ
とにより、その移動上若しくは施設の利用上の利便性及び安全性を向上させ
るために必要となる共用部分の変更（区分所有法第17条第5項）

□特別決議（４／５決議)：
区分所有者及びその議決権の各５分の４以上で決する。これらについては、区分
所有権の処分に関わる問題であるので、出席した区分所有者ではなく全ての区分
所有者が母数となる。次のような議事が特別決議（４／５決議）に該当する。

a 建替え決議（区分所有法第62条第1項）
b 建物更新（いわゆる一棟リノベーション）決議（区分所有法第64条の5)
c 建物取壊し敷地売却決議（区分所有法第64条の7)
d 取壊し決議（区分所有法第64条の8)

なお、これらの決議については原則5分の4の賛成が必要だが、2025（令和7）年5
月の改正により、次の緩和事由のいずれかに該当する場合には、4分の3以上で決議
できるとされた（区分所有法第62条第2項）。

①耐震性の不足
②火災に対する安全性の不足（建築基準法不適合） 
③外壁等の剥離により周辺に危害を生ずるおそれ
④給排水管等の腐食等により著しく衛生上有害となるおそれ
⑤バリアフリー基準への不適合

』

必携Ｐ115 

3

Ｐ115の改訂内容
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ｆ

略 

e 

『
・・・一般的には、理事長が管理者である。
2016（平成28）年の標準管理規約改正前は、理事長を含む役員は、組合員のうち

から総会で選任することとされていたが、この改正により外部専門家を役員として選任
できるようにする場合の規定が示され、標準管理規約コメントではその活用の三つのパ
ターンが示された。2026（令和8）年に「マンションにおける外部管理者方式等に関する
ガイドライン」として改訂された。

□理事・監事外部専門家型又は理事長外部専門家型：
従来どおり理事会を設け、役員に外部の専門家を入れるパターン。外部の専門家が理事長
（＝管理者）となる場合も想定される。

□外部管理者・理事会監督型：
外部専門家を区分所有法上の管理者として選任し、理事会は監事的立場となり外部管理者
を監督するパターン。監督する立場の理事会の役員に、さらに別の外部専門家を選任するこ
とも考えられる。

□外部管理者・総会監督型：
外部専門家を区分所有法上の管理者として選任し、理事会は設けないパターン。区分所有
者の監事と総会が管理者を監督し、さらに、監査法人等の外部監査を義務づけている。

』
 f 

『
共用部分の維持管理は、その効用や形状などを著しく変更する場合には、区分所有者

の過半数かつ議決権の過半数が出席した集会において、出席した区分所有者及びその
議決権の各４分の３以上の多数による決議 （特別決議）により決する（区分所有法第17
条第１項）。なお、多数決の割合については、「共用部分の設置若しくは保存に瑕疵があ
ることによって他人の権利若しくは法律上保護される利益が侵害され、若しくは侵害され
るおそれがある場合におけるその瑕疵の除去に関して必要となる共用部分の変更」及び
「高齢者、障害者等の移動若しくは施設の利用に係る身体の負担を軽減することにより、
その移動上若しくは施設の利用上の利便性及び安全性を向上させるために必要となる共
用部分の変更」については、出席した区分所有者及びその議決権の各３分の２に緩和さ
れる（区分所有法第17条第5項）。それ以外の修繕、清掃、保守点検などの通常の維持
管理に関するものである場合には、集会において、出席した区分所有者および議決権の
各過半数の決議（普通決議） によりおこなう（区分所有法第18条第１項）。なお、共用部
分の変更においては、区分所有者の定数を規約でその過半まで減ずることができ、共用
部分の管理に関する事項は、規約で別段の定めをすることを妨げないとされている。

』

必携Ｐ116 

略 

4

e

Ｐ116の改訂内容



『マンションリフォームマネジメント実務必携 (2024年3月改訂4版)』 202607改訂

5

g

第17・18条は改正されている ⇒改正区分所有法参照
https://laws.e-gov.go.jp/law/337AC0000000069

Ｐ116の改訂内容

g

略 

必携Ｐ116 

略 

略 

https://laws.e-gov.go.jp/law/337AC0000000069
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h

第32条は改正されている ⇒標準管理規約参照
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansionkiyaku.html

i

『
㈱オーム社 マンション維持修繕技術ハンドブック（第６版） p.40
第２章 マンションの維持保全、2.1.2 管理組合の役割（一部修正）

』

h   

i

略 

必携Ｐ117 

略 

6

Ｐ117の改訂内容

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansionkiyaku.html
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j   

略 

j

『
管理規約の標準モデルとして国土交通省が作成・公表しているのが、「標準管理規

約」である。もともと、「管理規約」は、分譲業者や管理会社によって個々に作成されて
いたことから、内容もまちまちで適切に機能していないものも見受けられたため、旧建設
省が、1982（昭和57）年、住宅宅地審議会の答申を受けて、関係団体に対して、管理
規約の案を作成する際の指針として活用するように「中高層共同住宅標準管理規約」
及び「中高層共同住宅標準管理規約コメント」として通知したのが始まりである。「標準
管理規約コメント」というのは、標準管理規約を活用する際の留意点が書かれたもので
ある。

その後、1983（昭和58）年と1997（平成9）年にマンションの状況の変化等を踏まえて
改正され、関係者に広く普及した。1997（平成9）年の改正では、従来の単棟型（1棟の
住宅専用の区分所有建物）に加え、団地型（住居専用の区分所有建物数棟からなり、
団地内の土地や附属施設を共有していて、団地管理組合が土地・附属施設及び区分
所有建物を一括管理することを規約で定めている団地）、複合用途型（1棟の区分所
有建物の低層階が店舗等、上階が住宅というような複合用途のマンション）が加わった。

その後、標準管理規約は、2000（平成12）年以降の法制度の充実等を踏まえて、
2004（平成16）年、2011（平成23）年、2016（平成28）年、2017（平成29）年、2021
（令和3）年、2024（令和6）年、さらには2025（令和7）年10月に改正されている。

2004（平成16）年の改正で、名称が「中高層共同住宅標準管理規約」から「マンショ
ン標準管理規約」に変更になった。また、標準管理規約の位置づけが、マンション分譲
業者が分譲時に管理規約をつくるときの指針から、各マンションの実態に応じて管理規
約を制定、変更する際の参考という位置付けになった。

管理規約は、法律に反しない限り、各マンションで自由に定めることができる。しかし、
多くのマンションでは、国土交通省の標準管理規約を参考として管理規約が作成されて
いる。

』

必携Ｐ118 

7

Ｐ118の改訂内容
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K

第33条は改正されている ⇒改正区分所有法参照
https://laws.e-gov.go.jp/law/337AC0000000069

略 

必携Ｐ119 

k 8

Ｐ119の改訂内容

https://laws.e-gov.go.jp/law/337AC0000000069
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略 

必携Ｐ120 

略 

9

l

l

『
標準管理規約はこれまで複数回改正されており、各マンションの管理規約は、原則と

して分譲時点の標準管理規約をベースに作成されている。このため、管理規約が制定
された時期や、その後の改正の有無によって、マンションごとに内容が異なる可能性が
ある。

したがって、各マンションにおいては、管理規約の改正履歴や、最新の標準管理規約
との相違の有無を確認することが重要である。特に、制定後長期間見直しが行われて
いない場合や、最終改正から相当の期間が経過している場合には、現在の法令や標
準管理規約の内容と整合していない可能性があるため、注意が必要である。

特に2025（令和7）年の改正では、総会の開催手続きや決議要件といった、管理組
合の運営上重要な内容が含まれており、各マンションの管理規約も見直しが必要に
なっている。

』

Ｐ120の改訂内容
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m

『
・・・専有部分とする。
（共用部分の範囲）
第８条 対象物件のうち共用部分の範囲は、別表第２に掲げるとおりとする。

別表第２ 共用部分の範囲 

１ エントランスホール、廊下、階段、エレベーターホール、エレベーター室、共用トイ
レ、屋上、 屋根、塔屋、ポンプ室、自家用電気室、機械室、受水槽室、高置水
槽室、パイプスペース、メーターボックス（給湯器ボイラー等の設備を除く。）、内
外壁、界壁、床スラブ、床、天井、柱、基礎 部分、バルコニー等専有部分に属さ
ない「建物 の部分」 

２ エレベーター設備、電気設備、給水設備、排水設備、消防・防災設備、インター
ネット通信設備、テレビ共同受信設備、オートロック設備、宅配ボックス、避雷設
備、集合郵便受箱、各種の配線配管（給水管については、本管から各住戸メー
ターを含む部分、雑排水管及び汚水管については、配管継手及び立て管）等専
有部分に属さない「建物の附属物」 

３ 管理事務室、管理用倉庫、清掃員控室、集会室、トランクルーム、倉庫及びそ
れらの附属物

』

略 

必携Ｐ121 

略 

10

Ｐ121の改訂内容

m   
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n

略 

n

『
リフォームを行う場合に、区分所有法上もう一つ理解しておきたいのが、他の専有部

分に対する使用請求権および保存請求権である（区分所有法第６条第２項）。

マンションはその構造上、特定の専有部分の修繕、改良または保存を行う際に、他の
専有部分への立入りや使用が必要となる場合が少なくない。このため、区分所有法で
は、必要な範囲において他の専有部分を使用できる権利に加え、2025（令和7）年改
正により、建物の保存に必要な行為を請求できる権利（保存請求権。他の区分所有者
の専有部分や専有部分内の設備の不具合の補修を求めることができる権利）が明確
に位置付けられた。

特に、配線・配管工事、水漏れ事故対応、設備更新工事等では、これらの権利が問
題となることが多い。リフォームの場合においても、必要な限度で他の専有部分への立
入りや使用等が認められる場合がある。

もっとも、これは自らが他の区分所有者に対して権利を行使できるだけでなく、逆に他
の区分所有者から使用や保存のための協力を求められる場合もあることを意味してお
り、区分所有者には一定の受忍義務もある。

実際にリフォーム工事でこれらの権利が問題となる場面は必ずしも多くないと思われ
るが、区分所有者として理解しておくべき事項である。

』

必携Ｐ127 

略 

11

Ｐ127の改訂内容
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o

『
・・・とを目的に、2000（平成12）年に制定され、2001（平成13）年８月１日から施行さ
れている。その後マンションを取り巻く情勢の変化に対応して、2020（令和２）年と
2025（令和７）年に大幅な改正がおこなわれ現在に至っている。マンションリフォーム
は、本法を理解した上で取組むことが望まれる。

』
p

『
２）適正なマンション管理のための推進体制
本法において、管理組合が適正に管理を実行していけるようにバックアップするため

の体制が次のように整備されている。

・国によるマンションの管理の適正化に関する基本方針
・地方公共団体による管理適正化の推進

（推進計画作成、管理計画認定、助言・指導等）
・管理組合等による自主的な適正管理への努力義務規定
・マンション管理適正化支援法人の登録制度
・マンション管理士制度
・マンション管理業者の登録制度
・マンション管理適正化推進センターの指定

図４．２－１ マンション管理適正化法の全体像 国土交通省作成資料

o   

p   

略 

必携Ｐ128 

12

Ｐ128の改訂内容
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３）国（国土交通省）の役割
①マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針
国（国土交通大臣）は、「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な

方針」を作成する。基本方針には、マンションの管理の適正化の推進を図るため、適
正化の推進に関する基本的な事項、適正化に関する目標の設定に関する事項、適
正化指針に関する事項、マンションの建替えその他の措置に向けたマンションの区分
所有者等の合意形成の促進に関する事項、適正化に関する啓発及び知識の普及に
関する基本的な事項、マンション管理適正化推進計画の策定に関する基本的な事
項等が定められている。

②マンション管理適正化指針
適正化指針は、基本方針の中の１項目として位置づけられており、管理組合による

マンションの管理の適正化を推進するための基本的な考え方が示されている。

マンション管理適正化指針の骨子

・マンション管理適正化の基本的方向
・管理組合が留意すべき事項

管理組合の運営、管理規約、共用部分の範囲および管理費用の明確化、管理
組合の経理、長期修繕計画の策定および見直し、発注等の適正化、良好な居
住環境の維持および向上など

・マンションの区分所有者などが留意すべき事項
・管理委託に関する事項

４）地方公共団体の役割
①マンション管理適正化推進計画
地方公共団体は、基本方針に基づき、管理の適正化の推進を図るための施策に関

する事項等を定める計画（マンション管理適正化推進計画）を作成することができる。

②管理計画の認定
マンション管理適正化推進計画を作成した地方公共団体は、管理組合が作成した

管理計画が認定の基準に適合すると認めたときは、当該管理計画を認定することが
できる。管理計画の認定は、当該地方公共団体がマンション管理適正化推進計画を
作成している場合に限り行われることになる。この事務を開始する日程は地方公共団
体によって異なる。

必携Ｐ129 
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『マンションリフォームマネジメント実務必携 (2024年3月改訂4版)』 202607改訂

マンション管理計画認定制度の認定基準（抜粋）

・管理組合の運営：管理者など及び監事が定められ、集会(総会)が定期的に開
催されていること。

・管理規約：管理規約が作成されている。緊急時などにおける専有部の立入り、
修繕などの履歴情報の保管、財務・管理に関する情報の提供。

・管理組合の経理：管理費、修繕積立金の区分経理がされていること。修繕積立
金会計から他の会計への充当がされていないこと、3か月以上の滞納額が1割
以内であること。

・長期修繕計画の作成、見直しなど：長期修繕計画が標準様式に準拠して作成
され、内容及び積立金額が集会にて決議されていること。作成又は見直しが 7 
年以内におこなわれていること。計画期間が 30 年以上でかつ、大規模修繕工
事が 2 回以上含まれていること。将来の一時的な積立金の徴収を予定してい
ないこと。計画期間全体での積立金の総額から算定された積立金の平均額が
著しく低額でないこと。計画期間の最終年度において、借入金の残高のない計
画となっていること。

・その他：組合員名簿、居住者名簿を備え、1年に1回以上内容の確認を行って
いること。

また、ここに定められている基準以外にも、各地方公共団体の実情に応じて独自の
基準を設けることができるとされている。

なお、2025年（令和7）年の本法の改正に基づき、マンション管理計画認定制度に
ついては、2027（令和9）年４月に、以下の改正が施行される予定である。

・認定対象に新築マンションを追加
・長期修繕計画の見直しの頻度を「7年以内」から「5年以内」に変更
・管理計画認定マンションの表示制度の創設

③助言・指導・勧告、報告の徴収、立入り検査等
地方公共団体は、管理の適正化のために、必要に応じて、管理組合に対して助

言・指導・勧告、報告の徴収、立入り検査等を行うことができる。

必携Ｐ130 
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５）マンション管理適正化支援法人の役割
地方公共団体は、管理組合による専門家の活用を進めるため、区分所有者の意向

把握や合意形成の支援を行うノウハウを持った民間団体を「マンション管理適正化支
援法人」として指定・登録できる。これにより、地方公共団体だけでは対応が困難な
ケースについても、マンション管理士団体等の民間専門団体を活用しながら、管理不
全の予防・改善を進める体制が整備されている。

６）管理組合（区分所有者）の役割
マンション管理適正化法では、マンション管理適正化指針の内容に留意のうえ、管

理組合にはマンション管理を適正に行うように、区分所有者には管理組合の一員とし
ての役割を適切に果たすように、努力を求めている(適正化法第5条)。

７）マンション管理士の役割
マンション管理士は、一定の専門的知識をもって、管理組合の運営などに関し、管

理組合や区分所有者などがマンション管理を適正におこなえるように、側面からバック
アップする役割が求められている。

具体的な業務としては、管理組合や区分所有者などからの次のような問題について
の相談に応じ、助言などをおこなうこととされている。

・マンションの権利関係にかかわる問題
・建築設備の維持保全にかかわる問題
・管理組合の運営にかかわる問題

例えば、長期修繕計画の立案や、管理規約の策定など、これまで管理組合が自主
的に管理を実施するうえでネックとなっていた諸問題に関して、管理組合や区分所有
者などの立場に立った助言などをおこなう。

マンション管理士は、マンション管理士試験に合格して、国土交通大臣に登録して
初めてマンション管理士の名称を使用して業務を行うことができ、登録を受けない限り
その名称は使用できない（適正化法第2条第5号）。

必携Ｐ130 
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『マンションリフォームマネジメント実務必携 (2024年3月改訂4版)』 202607改訂

８）マンション管理業者の役割
①マンション管理業者と登録制度
マンション管理業とは、管理組合から委託を受けて管理に関する事務を業務として行うも

のであり、本法で明確に定義されている(適正化法第2条第7号)。

マンション管理業を営もうとする者は、国土交通大臣に備える登録名簿に登録を受けな
ければならないこととし、登録を受けて初めてマンション管理業者となる(適正化法第44条)。

②管理業務主任者
マンション管理業の登録要件として、専任の管理業務主任者の設置が義務付けられて

いる(適正化法第56条)。

管理業務主任者とは、管理業務主任者試験に合格し、国土交通大臣の登録を受けた
者で、次の事務をおこなうこととされている。

・マンション管理業者が管理組合との間で管理受託を締結するときには、区分所有
者など及び管理者などに対して重要事項を説明すること(適正化法第72条)。

・重要事項を記載した書面、管理受託契約成立時にマンション管理業者が管理組
合に交付すべき書面に、記名押印すること(適正化法第72条、第73条)。

・区分所有者など及び管理者などに対して管理事務に関して報告すること(適正化
法第 77 条)。

マンション管理業者がおこなうべき主な業務

マンション管理業者は次の内容の業務などをおこなうこととされている。
・誠実義務：誠実に業務を行うこと(適正化法第70条)。
・重要事項の説明：区分所有者の説明に対して、管理業務主任者から重要事項

を説明させること(適正化法第72条)。
・受託契約成立時の書面の交付：管理事務の契約締結時には所定の事項を記

載した書面を交付すること(適正化法第73条)。
・財産の分別管理：修繕積立金や管理費用に充当する財産は、自己の固有財産

及び他の管理組合の財産と分別して管理すること(適正化法第76条)。

９）マンション管理適正化推進センターの役割
国土交通大臣が指定する「マンション管理適正化推進センター」として、公益財団法人

マンション管理センターが指定されている。

センターは、管理組合による適正なマンション管理をバックアップするため、管理組合の
管理者などに対し、マンション管理に関する情報・資料の提供、技術的な支援、講習を実
施するとともに、マンション管理に関する苦情処理のための指導・助言などをおこない、マン
ション管理の適正化を推進することとされている(適正化法第91条、第92条)。

』
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『マンションリフォームマネジメント実務必携 (2024年3月改訂4版)』 202607改訂

q

「９.１建物の区分所有等に関する法律」 は改正されている
最終改正 令和８年４月１日法律第４７号
https://laws.e-gov.go.jp/law/337AC0000000069

r

「 ９.２マンション標準管理規約（単棟型）およびコメント」 は改正されている
最終改正 令和7年10月17日改正
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansionkiyaku.html

s

「 ９ .４マンションの管理の適正化の推進に関する法律」 は改正されている
最終改正 令和 ８年 ４月１日法律第 ４７号
https://laws.e-gov.go.jp/law/412AC1000000149

t

「 ９.５マンションの管理の適正化に関する指針」 は廃止され、
「 ９.５マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針」
が制定されている
制定 令和 ３年 ９月２８日国土交通省告示第１２８６号
最終改正 令和 ７年１１月２１日国土交通省告示第１０２１号
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001979635.pdf

17

必携Ｐ468-477

q

９.１建物の区分所有等に関する法律
制定 昭和３７年４月４日法律第６９号
最終改正 令和３年４月２８日法律第２４号

r

９.２マンション標準管理規約（単棟型）およびコメント

s

９.４マンションの管理の適正化の推進に関する法律
制定 平成１２年１２月８日法律第１４９号
最終改正 令和４年６月１７日法律第６８号

t

９.５マンションの管理の適正化に関する指針
制定 平成１３年８月 １日国土交通省告示第１２８８号
改正 平成２８年３月１４日国土交通省告示第 ４９０号

必携Ｐ478-523

必携Ｐ529-535

必携Ｐ536-538

https://laws.e-gov.go.jp/law/337AC0000000069
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansionkiyaku.html
https://laws.e-gov.go.jp/law/412AC1000000149
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001979635.pdf
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